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1．調査目的 

民間企業における退職給付制度に関する基本的な事項及びその時々の状況に応じた詳細

な事項の調査・研究を行う。 

民間企業におけるワークライフバランスの確保を中心に退職給付制度にどのような影響

を及ぼしているか、その動向や考え方等を把握し分析する。 

今後の国家公務員退職手当制度の検討を行う際の基礎資料とする。 

 

2．対象企業 

2．1 対象企業の選定 

日本産業分類の大分類のうち、公務員及び分類不能の産業を除く全産業を対象とした。

「平成 28 年経済センサス－活動調査 事業所に関する集計 産業横断的集計」に基づき、

全体に占める各産業の割合が我が国の企業の分布実態と同程度になるよう東京商工リサー

チ（TSR）の企業情報から無作為抽出により選定した。 

当初、5,000 社を選定し、アンケートを送付。その後回収状況を鑑みて 500 社の企業を

追加で選定し、計 5,500 社の企業を選定した。 

 

2．2 産業分類 

1 農業、林業 

2 漁業 

3 鉱業、採石業、砂利採取業 

4 建設業 

5 製造業 

6 電気・ガス・熱供給・水道業 

7 情報通信業 

8 運輸業、郵便業 

9 卸売業、小売業 

10 金融業、保険業 

11 不動産業、物品賃貸業 

12 学術研究、専門・技術サービス業 

13 宿泊業、飲食サービス業 

14 生活関連サービス業、娯楽業 

15 教育、学習支援業 

16 医療、福祉 
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17 複合サービス業 

18 その他サービス業 

 

2．3 従業員規模 

①50 人以上 100 人未満 

②100 人以上 500 人未満 

③500 人以上 1,000 人未満 

④1,000 人以上 

 

 

＜表＞産業分類・従業員規模別対象企業数 

従業員数 

産業分類 

50 人以上 

100 人未

満 

100 人以

上 500 人

未満 

500 人以上

1,000 人未

満 

1,000 人 

以上 

対象 

企業数 

1 農業、林業 58 44 11 0 113 

2 漁業 3 2 0 0 5 

3 鉱業、採石業、砂利採取業 2 1 0 0 3 

4 建設業 174 73 20 7 274 

5 製造業 804 531 230 91 1,656 

6 電気・ガス・熱供給・水道業 5 4 1 1 11 

7 情報通信業 138 97 33 11 279 

8 運輸業、郵便業 269 176 41 10 496 

9 卸売業、小売業 443 293 89 21 846 

10 金融業、保険業 26 28 16 10 80 

11 不動産業、物品賃貸業 65 40 13 4 122 

12 学術研究、専門・技術サービス業 95 53 18 4 170 

13 宿泊業、飲食サービス業 80 48 11 3 142 

14 生活関連サービス業、娯楽業 102 58 12 3 175 

15 教育、学習支援業 50 47 16 6 119 

16 医療、福祉 244 258 75 10 587 

17 複合サービス業 18 20 15 2 55 

18 その他サービス業 186 128 42 11 367 

対象企業数 2,762 1,901 643 194 5,500 
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3．実施方法 

3．1 対象企業への依頼方法 

対象企業に対し、依頼状及び依頼内容を記した文書（3.5.参照）を郵送し、退職給付制

度に関するアンケートの協力を依頼した。 

依頼状には、調査委託先及び調査委託先住所、電話番号、電子メールアドレス、担当者

名を記載するとともに調査委託元、電話番号、担当者名を記載した。 

依頼内容には、回答いただく内容、注意事項、提出方法を明記し、別紙でアンケート票

を同封した。 

また、提出期限を 2022 年 10 月 28 日、追加発送分は 2023 年 2 月 10 日とした。 

 

3．2 回収手段 

企業からのアンケート票の回収手段として、郵送、FAX による 2方式を提示し、要望に

応じてメールによる回答を受け、回収を行った。 

 

3．3 対象企業への依頼の送付 

依頼状及びアンケート票を 2022 年 9 月 29 日に 5,000 通、追加発送分を 2023 年 1 月 27

日に 500 通郵送した。 

 

3．4 回収率 

依頼対象企業の 10％以上の回収を目標としてアンケート調査を実施したところ、依頼対

象企業 5,500 社（上記 2.1 参照）のうち 828 社から回答を得たため、回収率は 15.1％とな

り、目標を達成した。 
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3．5 対象企業への依頼内容 

（依頼状 １ページ目） 
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（依頼状 2 ページ目） 
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（依頼状 3 ページ目） 
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（アンケート票 1 ページ目） 
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（アンケート票 2 ページ目） 
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（アンケート票 3 ページ目） 
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（アンケート票 7 ページ目） 
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（アンケート票 8 ページ目） 
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（送付用封筒） 
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（返信用封筒） 
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4．回収状況 

4．1 回収企業数 

5,500 社を対象にアンケート調査を依頼したところ、回答があった企業は 828 社であっ

た。 

回答があった企業のうち 47 社は、アンケート票の回答で常勤従業員数が 50 人未満と回

答があったことから、収集条件に合致しないとして除外した。 

 

＜表＞収集企業数                  

種類 件数 割合 

有効回答件数 781 94.3％

条件不合致のため除外 47 5.7％ 

回収計 828 100.0％ 

 

 

4．2 事業内容別アンケートの回収状況 

事業内容別に回収状況をみると、「卸売業、小売業」が最も多く、232 社（29.71％）、

次いで「製造業」が 167 社（21.38％）であった。 

 

＜表＞事業内容別回収状況 

No. 事業内容 社数 割合 

1 農業、林業 5 0.64% 

2 漁業 1 0.13% 

3 鉱業、採石業、砂利採取業 2 0.26% 

4 建設業 79 10.12% 

5 製造業 167 21.38% 

6 電気・ガス・熱供給・水道業 7 0.90% 

7 情報通信業 25 3.20% 

8 運輸業、郵便業 54 6.91% 

9 卸売業、小売業 232 29.71% 

10 金融業、保険業 13 1.66% 

11 不動産業、物品賃貸業 19 2.43% 

12 学術研究、専門・技術サービス業 10 1.28% 

13 宿泊業、飲食サービス業 7 0.90% 

14 生活関連サービス業、娯楽業 16 2.05% 

15 教育、学習支援業 13 1.66% 

16 医療、福祉 68 8.71% 

17 複合サービス業 1 0.13% 

18 その他サービス業 38 4.87% 

19 その他 24 3.07% 

  合計 781 100.00% 
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4．3 従業員規模別アンケートの回収状況 

従業員規模別に回収状況をみると、「100～500 人未満」が最も多く、376 社（48.1％）、

次いで「50～100 人未満」が 277 社（35.5％）であった。 

 

＜表＞事業内容・従業員規模別回収状況 
 

合計 50 人未満 50～100

人未満 

100～500

人未満 

500～

1000 人未

満 

1000 人以

上 

不明 

全体 781 0 277 376 84 44 0 

100.0% 0.0% 35.5% 48.1% 10.8% 5.6% 0.0% 

農業、林業 5 0 3 2 0 0 0 

100.0% 0.0% 60.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

漁業 1 0 1 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

鉱業、採石業、砂利採取業 2 0 1 1 0 0 0 

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

建設業 79 0 40 30 6 3 0 

100.0% 0.0% 50.6% 38.0% 7.6% 3.8% 0.0% 

製造業 167 0 46 83 25 13 0 

100.0% 0.0% 27.5% 49.7% 15.0% 7.8% 0.0% 

電気・ガス・熱供給・水道

業 

7 0 3 3 1 0 0 

100.0% 0.0% 42.9% 42.9% 14.3% 0.0% 0.0% 

情報通信業 25 0 12 11 0 2 0 

100.0% 0.0% 48.0% 44.0% 0.0% 8.0% 0.0% 

運輸業、郵便業 54 0 20 27 5 2 0 

100.0% 0.0% 37.0% 50.0% 9.3% 3.7% 0.0% 

卸売業、小売業 232 0 97 115 13 7 0 

100.0% 0.0% 41.8% 49.6% 5.6% 3.0% 0.0% 

金融業、保険業 13 0 5 4 3 1 0 

100.0% 0.0% 38.5% 30.8% 23.1% 7.7% 0.0% 

不動産業、物品賃貸業 19 0 6 9 3 1 0 

100.0% 0.0% 31.6% 47.4% 15.8% 5.3% 0.0% 

学術研究、専門・技術サー

ビス業 

10 0 4 5 1 0 0 

100.0% 0.0% 40.0% 50.0% 10.0% 0.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サービス業 7 0 2 3 2 0 0 

100.0% 0.0% 28.6% 42.9% 28.6% 0.0% 0.0% 

生活関連サービス業、娯楽

業 

16 0 2 11 2 1 0 

100.0% 0.0% 12.5% 68.8% 12.5% 6.3% 0.0% 

教育、学習支援業 13 0 5 6 2 0 0 

100.0% 0.0% 38.5% 46.2% 15.4% 0.0% 0.0% 

医療、福祉 68 0 11 39 9 9 0 

100.0% 0.0% 16.2% 57.4% 13.2% 13.2% 0.0% 

複合サービス業 1 0 1 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

その他サービス業 38 0 8 16 11 3 0 

100.0% 0.0% 21.1% 42.1% 28.9% 7.9% 0.0% 

その他 24 0 10 11 1 2 0 

100.0% 0.0% 41.7% 45.8% 4.2% 8.3% 0.0% 
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4．4 設立年数別アンケートの回収状況 

設立年数別に回収状況をみると、「30 年以上」が最も多く、577 社（73.9％）、次いで

「20～30 年未満」が 88 社（11.3％）であった。 

 

＜表＞事業内容・設立年数別回収状況 
 

合計 5 年未満 5～10 年

未満 

10～20 年

未満 

20～30 年

未満 

30 年以上 不明 

全体 781 10 22 80 88 577 4 

100.0% 1.3% 2.8% 10.2% 11.3% 73.9% 0.5% 

農業、林業 5 0 0 1 1 3 0 

100.0% 0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 60.0% 0.0% 

漁業 1 0 1 0 0 0 0 

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

鉱業、採石業、砂利採

取業 

2 0 0 0 0 2 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

建設業 79 0 0 8 5 64 2 

100.0% 0.0% 0.0% 10.1% 6.3% 81.0% 2.5% 

製造業 167 3 7 11 13 133 0 

100.0% 1.8% 4.2% 6.6% 7.8% 79.6% 0.0% 

電気・ガス・熱供給・

水道業 

7 1 1 0 1 4 0 

100.0% 14.3% 14.3% 0.0% 14.3% 57.1% 0.0% 

情報通信業 25 0 0 5 2 18 0 

100.0% 0.0% 0.0% 20.0% 8.0% 72.0% 0.0% 

運輸業、郵便業 54 0 0 1 3 50 0 

100.0% 0.0% 0.0% 1.9% 5.6% 92.6% 0.0% 

卸売業、小売業 232 5 2 11 23 190 1 

100.0% 2.2% 0.9% 4.7% 9.9% 81.9% 0.4% 

金融業、保険業 13 0 1 2 4 6 0 

100.0% 0.0% 7.7% 15.4% 30.8% 46.2% 0.0% 

不動産業、物品賃貸業 19 0 3 1 2 13 0 

100.0% 0.0% 15.8% 5.3% 10.5% 68.4% 0.0% 

学術研究、専門・技術

サービス業 

10 0 0 1 0 9 0 

100.0% 0.0% 0.0% 10.0% 0.0% 90.0% 0.0% 

宿泊業、飲食サービス

業 

7 0 1 0 2 4 0 

100.0% 0.0% 14.3% 0.0% 28.6% 57.1% 0.0% 

生活関連サービス業、

娯楽業 

16 0 0 1 0 15 0 

100.0% 0.0% 0.0% 6.3% 0.0% 93.8% 0.0% 

教育、学習支援業 13 0 0 3 1 9 0 

100.0% 0.0% 0.0% 23.1% 7.7% 69.2% 0.0% 

医療、福祉 68 1 4 27 21 14 1 

100.0% 1.5% 5.9% 39.7% 30.9% 20.6% 1.5% 

複合サービス業 1 0 0 1 0 0 0 

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

その他サービス業 38 0 1 6 7 24 0 

100.0% 0.0% 2.6% 15.8% 18.4% 63.2% 0.0% 

その他 24 0 1 1 3 19 0 

100.0% 0.0% 4.2% 4.2% 12.5% 79.2% 0.0% 
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4．5 従業員規模・設立年数別アンケートの回収状況 

従業員規模別にみると、「100～500 人未満」が 48.1％と最も高く、次いで「50～100 人

未満」が 35.5％となった。 

設立年数別にみると、「30 年以上」が 74.3％と最も高く、「10～20 年未満」「20～30

年未満」が同程度回収できた。 

 

＜図＞従業員規模別収集状況 ＜図＞設立年数別収集状況 

 

※設立年数別収集状況は不明を除く 777 社が対象。 

  




